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研究成果の概要（和文）：本研究では、(１)アメリカ国立公文書館における1940-60年代に撮影された黄土高原
空中写真の調査・閲覧・収集(２)空中写真の判読によるGISを用いた黄土高原の土地分類(３)黄土高原における
村落調査による土地改変史復原(４)衛星データによる1980年代以降の土地被覆・土地利用変化の解析、を順次実
施し、1940年代から現在までの黄土高原における地形改変・土地被覆・土地利用の推移を復原し、同時にその政
策的・経済的背景を明らかした。

研究成果の概要（英文）：This study reconstructed the process of transformation of land use and land 
cover in Loess Plateau, China since 1940s by conducting (1)investigation and data collection of 
aerial photographs taken in Loess Plateau in China during 1940s-1960s archived at NARA (National 
Archives and Records Administration of USA) (2) land use / land cover reconstruction of 1940s-1960s 
through interpretation of aerial photographs (3) survey and interviews in villages of Loess Plateau 
as well as archival research in China to clarify the process of past land transformation (4) 
analysis of satellite images taken since 1980s. 

研究分野： 地理学

キーワード： 地理学　中国　黄土高原　土地利用　環境改変　空中写真　U-2
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研究成果の学術的意義や社会的意義
黄河の中流域にある黄土高原は、近現代において農地開発と森林伐採がすすんだことが知られ、その結果水土流
失が加速し、黄河の断流現象や頻発する大洪水などの一因になったとされる。これらの環境改変と水土流失のプ
ロセスの実態解明にあたっては、土地被覆・土地利用を通時的に明らかにすることが必須であるが、中国におけ
る地理資料利用の大きな制限により、過去の環境を復原する資料はきわめて限られた状況にあった。本研究は米
国立公文書館および中国国内の档案館にあるアーカイブ資料の利用によって過去の環境を復原し、上記の課題に
対しあらたな知見と研究展望を生み出したものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 黄河の中流域にある黄土高原は、近現代において農地開発と森林伐採がすすんだことが知ら
れ、その結果水土流失が加速し、黄河の断流現象や頻発する大洪水などの一因になったとされ
る。その認識が、1999 年代末の退耕還林政策に代表される中国政府の環境政策の大転換を促し
た。 
 研究代表者らは、2005 年以降、陝西省を中心に退耕還林政策による土地改変プロセスと農村
経済変化の調査を続け、退耕還林による大規模造林と禁牧政策の結果、黄土高原の土地被覆が
大きく改善するとともに、農村の過疎化・高齢化によって耕作放棄が急速に進みつつあるとい
う、中国の環境政策の光と影の両面を明らかにしてきた（佐藤ほか 2008; 佐藤ほか 2012）。 
 退耕還林による 1999 年以降の土地改変プロセスを明らかにするにあたっては、研究代表者ら
は衛星データ解析でマクロな土地被覆変化を把握するとともに、インテンシブな村落調査によ
って耕地一筆レベルの詳細な経時変化を明らかにするとともに、過去に遡及する聞き取りによ
っていつ、どのような理由で土地改変がおこなわれてきたのかを記録した。その調査の過程で
明らかになったのは、中国建国以来の様々な政策によって各時期ごとに大規模な土地改変がお
こなわれてきており、退耕還林はそのなかの一過程にすぎないことであった。したがって、黄
土高原の環境改変と水土流失、さらにその改善の評価にあたっては、建国以来の政策変遷とそ
の都度の土地被覆・土地利用を通時的に明らかにすることが必須である。しかし、中国におけ
る地理資料利用の大きな制限により、半世紀前の過去の環境を復原する資料は、コロナ衛星写
真など、きわめて限られた状況にあった。 
 そのような状況のなか、研究代表者は 2013 年にアメリカ合衆国の国立公文書館で資料調査を
おこない、1960 年代に米軍が中国大陸で撮影した大量の軍事偵察機（U2）による空中写真が近
年公開されたことを見いだした。この写真は、中国のきわめて広い範囲で大量に撮影されてお
り、解像度はコロナ衛星写真の 10 倍以上（約 70cm）で、ステレオ実体視によって当時の耕地
の作物種・作付状況、樹種レベルの判読、また詳細な土壌侵食状況の観察・復原が可能である。
この写真は公文書館で複写することができ、応募者は中国全土での撮影範囲も既に把握してい
る。同時に、1940 年代にも黄土高原の広い範囲で撮影された空中写真が所蔵されており、これ
らを用いれば、中国の大躍進時代から文化大革命期の農業・森林政策の影響が具体的に当時の
土地被覆・土地利用にどのように表れているかを正確に復原することができる。 
 応募者らは退耕還林調査を通じて、既に現地の研究機関と良好な関係を築いており、また複
数の村落でインテンシブな調査をおこない、村の人びととの良好な関係を保っている。聞き取
りによる精密な歴史情報の把握と、上記の空中写真、さらには衛星データを GIS で定量的に分
析・復原することで、中国・黄土高原における現代環境史研究に大きなブレークスルーを起こ
すことができると考えた。以上が本応募研究の着想に至った経緯である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、(１)アメリカ国立公文書館における 1940〜60 年代黄土高原空中写真の調査・閲
覧・収集(２)空中写真の判読・オルソモザイク画像作成・GIS を用いた土地分類(３)黄土高原
村落調査による土地改変史復原(４)衛星データによる１９８０年代以降の土地被覆・土地利用
変化の解析、を段階的にすすめ、最終的に１９４０年代から現在までの黄土高原における地形
改変・土地被覆・土地利用動態を復原し、その政策的・経済的背景を明らかにすることを目的
とするものである。 
 
３．研究の方法 
(１)アメリカ国立公文書館における 1940〜60 年代黄土高原空中写真の調査・閲覧・収集：応募
者（研究代表者）は、2013 年に米国立公文書館においてアーカイブ調査をおこない、黄土高原
の広範囲にわたる 1940〜1960 年代の空中写真の存在をつきとめている。とりわけ、1957 年〜
1969 年の間にロッキード U2 偵察機が高度 2 万メートルから撮影した大量の空中写真は、当時
の微細な地形・土地被覆・土地利用の復原が可能であることを確認している。これに第二次大
戦中（1944/45 年）に撮影された同地域の空中写真をあわせ、中国建国から大躍進政策、文化
大革命に至る環境変化を復原する。公文書館においては、これらの写真を閲覧し、館内でフィ
ルムの複写（写真撮影およびスキャニング）をおこない、復原のための資料を収集する。 
 
(２)空中写真の判読・オルソモザイク画像作成・GIS を用いた土地分類：上記によって収集し
た空中写真は、いずれもステレオペアによる精密な実体視が可能である。これらの判読によっ
て、各時期における（１）森林分布状況（２）段畑の造成状況（３）チェックダム（土木工事
によって谷底に造成された段畑）の造成状況（４）段畑によらない斜面耕地の作付け状況、な
どに注目しつつ、土地分類図を作成する。さらに、およそ半世紀間の黄土斜面の土壌侵食につ
いて（５）各時期の侵食進行度の復原をおこない、侵食量の把握をおこなう。これらの経時変
化を定量的に把握するために、空中写真のオルソモザイク（正射影写真図）を作成し、GIS 上
での各時期の写真の重ね合わせ・定量分析が可能な形にデータ加工をする。 
 
(３)黄土高原村落調査による土地改変史復原：各時期の土地被覆・土地利用状況の背景となる
政策や人びとの土地改変行動を明らかにするために、黄土高原で村落調査を実施し、1940 年代



から現在までの黄土高原農村における人びとの土地への関わりの歴史を復原する。調査は、中
国科学院・水土保持研究所との協力によりこれまで実施してきた退耕還林調査の対象となった
５村（延安市宝塔区、安塞県、延川県に所在）で実施する。あらかじめ想定する重点調査項目
は、大躍進期の鉄生産に伴う大規模森林伐採、人民公社の設立以降の段畑造成と谷底耕地造成、
改革開放期以降の森林伐採・植林である。 
 
(４)衛星データによる 1980 年代以降の土地被覆・土地利用変化の解析：米中国交回復以降の
1974〜2000 年は、空中写真や高解像度衛星データが不在の時期である。この時期の空白を埋め
るために、SPOT 衛星画像などのアーカイブを用いて当時の土地被覆・土地利用を復原する。 
 
４．研究成果 
(１)NARA（米国立公文書
館）におけるアーカイブ
調査を実施し、U-2 機に
よって 1960 年代に黄土
高原地域で撮影された
高解像度空中写真のフ
ィルムを複写・収集した。
このデータに位置デー
タを付与するために、ま
ず NARA の標定図の GIS
化をおこなった。NARA
では、標定図は緯度経度
１度ずつの範囲で区切
られ、空中写真が撮影さ
れた１フライトごとに

１枚の標定図に撮影ル
ート・撮影範囲が記録さ
れている。これらの標定
図を GIS の緯度経度１
度メッシュポリゴンの
中に格納し、地域ごとの情報を地図上で検索できるシステムの構築を試みた（図１）。この作業
によって、中国全土のどの地域にどの時期の空中写真がどれだけ存在するかを一覧することが
可能になった（発表論文①、学会発表①③）。この作業と並行して、黄土高原の個々の空中写真
を GIS 上にジオリファレンスする作業を進め、空中写真を土地利用復原に使用できる環境を構
築した。 
 
(２)上記のジオリファレンスされた黄土高原の空中
写真を用いて、大躍進政策が終息した直後の時期の
土地利用の復原研究をおこなった。本研究ではまず、
大躍進から文革をへて改革開放期にも建設が進めら
れたチェックダム（河川に堰堤を構築して斜面から
流入する土砂をため、排水をして造成された農地）
の当時の分布を復原した。空中写真判読によって当
時既に建設されていたチェックダムを同定し、①そ
の位置をポイントデータにしたもの、②チェックダ
ムを全てポリゴン化したベクターファイルの２種の
データベースを作った（図２）。さらにこのデータを
使って、当時のチェックダムの規模や立地特性の分
析を進め、大躍進期における土地改変の特徴を検討
した。 
 
(３)1950年代以降の土地改変の背景を聞き取りおよび
アーカイブ資料によって明らかにすることを目的とし
て、陝西省北部の延安市宝塔区、安塞県、延川県、楡
林市清澗県を中心に３度の現地調査を実施した。聞き
取りでは、主に大躍進期、文革期、改革開放期の村において具体的にどのようなプロセスで土
地改変が実施されたかに関する情報を収集し、空中写真判読によって復原された土地利用・土
地被覆の背景となる要因の検討をおこなった。2018 年に実施した現地調査においては、安塞県、
延川県、清澗県の档案館に保管されている村の行政文書のアーカイブ資料を閲覧・収集し、各
時期における段畑の造成やチェックダム建設の施行に関わる統計資料などを中心に抽出・分析
を進めた。これらの作業により、20 世紀後半から現在までの黄土高原の土地被覆・土地利用改

 図１ GIS で表示された中国における U-2 機空中写真の 

   撮影範囲 

図２ チェックダムポリゴン

データ（部分表示） 



変の具体的な状況を明らかにすることができた。 
 
(４)以上の研究に加えて、2000 年以降の高解像
度衛星画像を用いて、土地被覆・土地利用の現
状について把握した。具体的には、上記(２)の
データとの比較のために、チェックダムのポイ
ントデータとポリゴンデータを作成し、現在の
建設状況とチェックダムの規模・立地特性を把
握するとともに、(２)で明らかになった 1960
年代のチェックダムの特性との比較、および
1960 年代から現在にかけての変化の状況を検
討した。これらの作業をおこなう中で、U-2 写
真を使って高解像度 DEM を作成し、それを現在
の DEM と比較し変化量を測定することによって、
半世紀間における黄土高原斜面の土壌流失量を
把握できるのではないかとの着想を得た。ERDAS 
IMAGINE および Agisoft Photoscan を用いて試
行した結果、従来は河川の土砂量を計測するな
どの間接的方法によってのみ推定されていた長
期の土壌流失に関する実測データを得る方法に
ついての見通しを得ることができた（発表論文
②、図３）。今後、この研究を本格的に進めてい
く予定である。 
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